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港湾局が所管する外郭団体の 

団体経営の方向性及び協約案について 
 

 

本市では、外郭団体について、協約に基づく経営改善を進めています。 

27年度からの新たな協約の策定にあたっては、「横浜市外郭団体等経営向上委員会」（以

下、経営向上委員会）において、団体ごとの経営の方向性と協約について審議が行われま

した。 

このたび、経営向上委員会の答申を受け、港湾局が所管する外郭団体について、平成 27

年度からの団体経営の方向性を定め、新たな協約の案を団体と協議のうえ作成いたしまし

たので、ご報告いたします。 

今後は３月下旬を目途に新たな協約を策定し、平成 27年度以降、その取組状況について

適宜報告してまいります。 

 

 

１ 団体経営の方向性（団体分類） 

港湾局が所管する外郭団体は、次のとおり分類しました。 
 

団体経営の方向性（団体分類） 団体名 

統合・廃止の検討を行う団体 なし 

民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

（２団体） 

（株）横浜港国際流通センター 

横浜ベイサイドマリーナ（株） 

事業の再整理・重点化等に取り組む団体 なし 

引き続き経営の向上に取り組む団体 

（１団体） 
（公財）帆船日本丸記念財団  

27年度に改めて団体経営の方向性を 

審議する団体（１団体） 
横浜港埠頭（株）  

 

 

 

２ 協約期間 

  平成 27～29年度 

    

経 済 ・ 港 湾 委 員 会 

平 成 2 7 年 ３ 月 1 1 日 

港 湾 局 
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３ 答申及び新たな協約案の概要 

(1) 民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

 

  ア （株）横浜港国際流通センター 

答
申
の
概
要 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

方向性に関する意見 

民間主体への移行の早期実現に向けて、新たな協約期間においては、サービス

を高めながら賃料を見直すなど、収入の増加と入居率の維持向上に取り組み、

財務の改善を図ること。 
  

団
体
経
営
の
方
向
性
及
び
協
約
案
の
概
要 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

協約期間 平成 27～29 年度 

協
約
の
内
容
（
主
要
目
標
） 

公益的使命の

達成に向けた

取組 

①物流棟入居率：㉕100％(H25年度末) ⇒ ㉙97％(年平均) 

②事務所棟入居率：㉕78.9％(H25年度末) ⇒ ㉙80％(年平均） 

民間主体の運

営に向けた取

組 

①累積損失の削減：㉕繰越損失 3,019百万円（H25年度末） ⇒ ㉙繰越損失 2,424

百万円(H29年度末) 

②損失補償付の新規借入の早期完了：㉕検討 ⇒ ㉙早期完了 

財務の改善に

向けた取組 

①単年度黒字継続：㉕336百万円 ⇒ ㉙黒字継続 139百万円（29年度末） 

②借入金残高削減：㉕10,310 百万円 ⇒ ㉙6,166 百万円(29 年度末） 

業務・組織の改

革 

自主・自立的な経営を見据えた組織体制の強化 

：㉕未実施 ⇒ ㉙管理ポストの適正化、専門的能力向上、ノウハウ蓄積のた

めの固有職員採用（協約期間中 1名） 

 

イ 横浜ベイサイドマリーナ（株） 

答
申
の
概
要 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

方向性に関する意見 

新たな協約期間において、借入金の返済後速やかに民間主体への移行を実施で

きるよう、市と団体において出資比率の見直しに向けた具体的な準備や調整を

進めるとともに、市は放置艇対策を計画的に進めること。 
  

団
体
経
営
の
方
向
性
及
び
協
約
案
の
概
要 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
民間主体への移行に向けた取組を進める団体 

協約期間 平成 27～29 年度 

協
約
の
内
容
（
主
要
目
標
） 

公益的使命の

達成に向けた

取組 

①放置艇受入区画の確保 

：㉕未設定 ⇒ ㉙常時 200区画（市内全放置艇数までを累積上限とする） 

②放置艇対策として利用しやすい料金体系の維持 

：㉕小型艇：50 千円/m ⇒ ㉙小型艇：50千円/m以下 

③一時保管場所の提供：㉕未設定 ⇒ ㉙26 区画 

①マリン体験の開催企画：㉕150 回 ⇒ ㉙158 回 

②イベントの開催企画や誘致：㉕ 16回 ⇒ ㉙17 回 

民間主体の運

営に向けた取

組 

①初期投資への借入金の償還完了 

：㉕727,526 千円(期末残高） ⇒ ㉙償還完了 

②マリーナの利用率の向上（放置艇収容区画を除く） 

：㉕64.0％（期末時点）⇒ ㉙80.0％ 

③売上高 1,503 百万円の確保：㉕1,484 百万円 ⇒ ㉙1,503百万円 

財務の改善に

向けた取組及

び業務・組織の

改革 

①初期投資への借入金の償還完了 

：㉕727,526 千円(期末残高） ⇒ ㉙償還完了 

②マリーナの利用率の向上（放置艇収容区画を除く） 

：㉕64.0％（期末時点）⇒ ㉙80.0％ 

③売上高 1,503 百万円の確保：㉕1,484 百万円 ⇒ ㉙1,503百万円 
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 (2) 引き続き経営の向上に取り組む団体 

 

   （公財）帆船日本丸記念財団 

答
申
の
概
要 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
引き続き経営の向上に取り組む団体 

方向性に関する意見 

27年度中は指定管理協定に沿って管理・運営等に取り組むとともに、27年度に

予定されている指定管理者の公募結果を踏まえて、経営の方向性等について改

めて本委員会に諮ること。 

  

団
体
経
営
の
方
向
性
及
び
協
約
案
の
概
要 

団体経営の方向性 

（団体分類） 
引き続き経営の向上に取り組む団体 

協約期間 平成 27～29 年度 

協
約
の
内
容
（
主
要
目
標
） 

公益的使命の

達成に向けた

取組 

①日本丸メモリアルパーク来場者数：㉕127万人 ⇒ ㉗129 万人 

②帆船日本丸及び横浜みなと博物館来場者数：㉕18万３千人 ⇒ ㉗20 万人 

③教育普及事業 (体験型事業含む) 

：㉕回数 320回 参加者数 18,000 人 ⇒ ㉗回数 320回 参加者数 18,000人 

（①～③：指定管理期間である 27年度までの目標数値）  

財務の改善に

向けた取組及

び業務・組織の

改革 

①経営の効率化と効果的な執行：㉕指定管理料 304百万円 ⇒ ㉗303百万円 

②固有職員の役員を含む管理職への登用・昇任を実施 

：㉕検討 ⇒ ㉙固有職員の管理職への登用・昇任の実施（１名） 

（①：指定管理期間である 27 年度までの目標数値）  

 

 

 

４ 添付資料  

 (1) 団体経営の方向性及び協約に関する答申（港湾局所管団体部分）（別紙１） 

(2) 団体経営の方向性及び協約案（港湾局所管団体部分）（別紙２） 
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【参考】横浜市外郭団体等経営向上委員会等について 

 

１ 経営向上委員会概要 

設置根拠 横浜市外郭団体等経営向上委員会条例（平成 26年９月 25日施行） 

設置目的 
外郭団体等のより適正な経営の確保を図るとともに、外郭団体等に関して適

切な関与を行うため 

委 員 

（任期 2年） 

大野 功一 （関東学院大学 経済学部教授）【委員長】 

遠藤 淳子 （遠藤淳子公認会計士事務所 公認会計士） 

大江 栄  （エフ・ブルーム（株）代表取締役 中小企業診断士） 

鴨志田 晃 （横浜市立大学 学術院国際総合科学群経営学コース教授） 

田辺 恵一郎（プラットフォームサービス（株）代表取締役会長） 

ちよだﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽｸｴｱ（官民連携による中小企業者のﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆﾃｨ施設）運営会社を経営 

設 置 平成 26年 10月 21日 

所掌事務 

１ 外郭団体等のより適正な経営を確保するための仕組み及び外郭団体等に

対する市の関与の在り方に関すること 

２ 外郭団体等の経営に関する方針等及びその実施状況の評価に関すること 

３ 外郭団体等の設立、解散、合併等に関すること 

４ その他外郭団体等に関し市長が必要と認める事項 

   

２ 経営向上委員会における 26年度審議内容 

(1) 協約マネジメントサイクルの改善について 

 新たな協約 従前（第３期協約等） 

協約の位置づけ 

及び策定プロセス 
市の方針と協約目標を一体のもの

として、市と団体が協議して策定。 

市が示す改革方針を基に団体が協

約目標を設定。 

協約期間 
３年を基本として、団体の実状を踏

まえた期間を個別に設定（最長５

年）。 

全団体で同一の期間（第３期協約

では３年）を設定。 

評価手法 
毎年度、「横浜市外郭団体等経営向

上委員会」で点検を実施し、経営全

体に係る総合的な評価を実施。 

協約期間終了後、監査法人を活用

した数値に基づく客観的な評価を

実施。 

 

(2) 27年度以降の団体経営の方向性及び協約について 

ア 審議対象団体 

市外郭団体全 38団体 

イ 審議の進め方 

 これまでに策定した、「経営改革に関する方針」及び「第３期協約」を出発点として、経

営改革の取組状況や、団体をとりまく環境の変化等を踏まえて、団体の公益的使命等を再確

認し、団体ごとに、経営の方向性や協約について審議を実施しました。 

 

３ 新たな協約案策定に係る今後のスケジュール 

  平成 27年３月  経営向上委員会に協約の最終案を提出 

平成 27年３月末 団体ごとの協約を確定、公表 
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